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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 当社連結子会社である㈱カーネット車楽において中古車販売管理のための汎用パッケージシステムと会計汎用システ

ムの連動状況の問題から、経理担当者が手作業による経理修正処理を余儀なくされ、結果として経理システムによらず

決算処理を行ったため、会計帳簿記録内容に不備が発見されました。 

 また、子会社の決算の訂正に伴い、当該子会社投資に対する引当額も訂正しております。 

 これに伴い、平成17年６月24日に提出いたしました第93期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）有価証

券報告書の記載事項を訂正する必要が生じましたので、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 訂正後の連結財務諸表及び財務諸表については、あずさ監査法人により再度監査を受けており、その監査報告書を添

付しております。 



２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

(1）連結経営指標等 

(2）提出会社の経営指標等 

４ 関係会社の状況 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

(1）業 績 

(2）キャッシュ・フロー 

２ 販売及び仕入の状況 

(1）販売実績 

(2）仕入実績 

７ 財政状態及び経営成績の分析 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1）連結財務諸表 

① 連結貸借対照表 

② 連結損益計算書 

③ 連結剰余金計算書 

④ 連結キャッシュ・フロー計算書 

 注記事項 

  (連結損益計算書関係) 

  (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  (税効果会計関係) 

  (セグメント情報) 

  (１株当たり情報) 

２ 財務諸表等 

(1）財務諸表 

① 貸借対照表 

② 損益計算書 

③ 利益処分計算書 

 注記事項 

  (税効果会計関係) 

  (１株当たり情報) 

④ 附属明細表 

引当金明細表 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿＿線で示しております。 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(訂正前) 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．平成15年３月期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回  次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期 

決 算 年 月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 

売 上 高 (百万円) 98,190 108,166 113,446 128,027 129,064 

経常利益 (百万円) 71 783 426 1,076 1,092 

当期純利益 (百万円) 207 1,071 400 486 665 

純資産額 (百万円) 8,135 8,729 8,275 10,322 11,702 

総資産額 (百万円) 122,201 113,011 122,030 129,390 137,688 

１株当たり純資産額 （円） 191.36 206.57 188.09 234.59 265.90 

１株当たり当期純利益 （円） 4.88 25.28 9.19 10.86 14.77 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 6.7 7.7 6.8 8.0 8.5 

自己資本利益率 （％） 2.6 12.7 4.7 5.2 6.0 

株価収益率 （倍） 44.1 7.9 27.5 31.3 23.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 8,371 7,442 9,737 9,791 6,196 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △10,948 △4,149 △14,229 △11,216 △12,896 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 2,169 △3,067 3,502 4,078 1,713 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(百万円) 10,337 10,705 9,709 12,363 7,872 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

2,257 

[479] 

2,278 

[558] 

2,279 

[601] 

2,272 

[609] 

2,161 

[890] 



(訂正後) 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．平成15年３月期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回  次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期 

決 算 年 月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 

売 上 高 (百万円) 98,190 108,166 113,446 128,027 129,056 

経常利益 (百万円) 71 783 426 1,076 831 

当期純利益 (百万円) 207 1,071 400 486 404 

純資産額 (百万円) 8,135 8,729 8,275 10,322 11,441 

総資産額 (百万円) 122,201 113,011 122,030 129,390 137,652 

１株当たり純資産額 （円） 191.36 206.57 188.09 234.59 259.97 

１株当たり当期純利益 （円） 4.88 25.28 9.19 10.86 8.84 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 6.7 7.7 6.8 8.0 8.3 

自己資本利益率 （％） 2.6 12.7 4.7 5.2 3.7 

株価収益率 （倍） 44.1 7.9 27.5 31.3 38.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 8,371 7,442 9,737 9,791 6,202 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △10,948 △4,149 △14,229 △11,216 △12,896 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 2,169 △3,067 3,502 4,078 1,713 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(百万円) 10,337 10,705 9,709 12,363 7,878 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

2,257 

[479] 

2,278 

[558] 

2,279 

[601] 

2,272 

[609] 

2,161 

[890] 



(訂正前) 

(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．平成14年３月期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額及び１株当た

り当期純利益金額は発行済株式数から自己株式数を控除して計算しております。 

４．平成15年３月期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５．平成16年４月１日付で日産ディーラー事業に関する営業を、新設会社「東京日産自動車販売㈱」へ承継させ

る会社分割を行っており、同日付で持株会社制へ移行しております。それに伴い、平成17年３月期より持株

会社としての数値となっております。 

回  次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期 

決 算 年 月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 

売 上 高 (百万円) 75,184 78,836 81,604 94,450 4,566 

経常利益 (百万円) 594 410 577 1,228 423 

当期純利益 (百万円) 1,020 748 518 1,180 184 

資 本 金 (百万円) 12,313 12,313 12,313 12,313 12,313 

発行済株式総数 （千株） 43,979 43,979 43,979 43,979 43,979 

純資産額 (百万円) 14,230 14,163 13,747 16,654 17,436 

総資産額 (百万円) 108,643 106,570 113,505 116,043 75,621 

１株当たり純資産額 （円） 323.58 322.09 312.67 378.82 396.73 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額 

（円） 

（円）)

2.5 

(－) 

2.5 

(－) 

2.5 

(－) 

4.0 

(－) 

4.0 

(－) 

１株当たり当期純利益 （円） 23.21 17.01 11.79 26.84 4.19 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 13.1 13.3 12.1 14.4 23.1 

自己資本利益率 （％） 7.4 5.3 3.7 7.8 1.1 

株価収益率 （倍） 9.3 11.8 21.5 12.7 81.8 

配当性向 （％） 10.8 14.7 21.2 14.9 95.4 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

1,474 

[360] 

1,432 

[367] 

1,321 

[386] 

1,269 

[379] 

6 

[1] 



(訂正後) 

(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、第89期、第90期、第91期及び第92期については

潜在株式が存在しないため、第93期については１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がないため記

載しておりません。 

３．平成14年３月期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額及び１株当た

り当期純利益金額は発行済株式数から自己株式数を控除して計算しております。 

４．平成15年３月期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５．平成16年４月１日付で日産ディーラー事業に関する営業を、新設会社「東京日産自動車販売㈱」へ承継させ

る会社分割を行っており、同日付で持株会社制へ移行しております。それに伴い、平成17年３月期より持株

会社としての数値となっております。 

回  次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期 

決 算 年 月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 

売 上 高 (百万円) 75,184 78,836 81,604 94,450 4,566 

経常利益 (百万円) 594 410 577 1,228 423 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
(百万円) 1,020 748 518 1,180 △76 

資 本 金 (百万円) 12,313 12,313 12,313 12,313 12,313 

発行済株式総数 （千株） 43,979 43,979 43,979 43,979 43,979 

純資産額 (百万円) 14,230 14,163 13,747 16,654 17,175 

総資産額 (百万円) 108,643 106,570 113,505 116,043 75,360 

１株当たり純資産額 （円） 323.58 322.09 312.67 378.82 390.79 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額 

（円） 

（円）)

2.5 

(－) 

2.5 

(－) 

2.5 

(－) 

4.0 

(－) 

4.0 

(－) 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失（△） 
（円） 23.21 17.01 11.79 26.84 △1.74 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 13.1 13.3 12.1 14.4 22.8 

自己資本利益率 （％） 7.4 5.3 3.7 7.8 △0.5 

株価収益率 （倍） 9.3 11.8 21.5 12.7 － 

配当性向 （％） 10.8 14.7 21.2 14.9 － 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

1,474 

[360] 

1,432 

[367] 

1,321 

[386] 

1,269 

[379] 

6 

[1] 



４【関係会社の状況】 

(訂正前) 

連結子会社 

名  称 住 所 
資本金 
（百万円） 

主要な事
業の内容 

議決権の所有
割合（％） 

関 係 内 容 

東京日産自動車販

売㈱ 

（注）２・５ 

東京都 

品川区 
500 

自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

建物・土地を貸与しております。 

東京日産ドライビ

ングカレッジ㈱ 

東京都 

世田谷区 
400 

その他 

の事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

土地を貸与しております。 

㈱車検館 
東京都 

府中市  
290 

自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

保証債務4百万円があります。 

建物・土地を貸与しております。 

㈱ジャガー東京 
東京都 

杉並区 
350 

自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

長期貸付金1,297百万円があります。 

建物を貸与しております。 

協立自動車㈱ 
東京都 

板橋区 
50 
自動車 

関連事業 
100.0 兼務役員がおります。 

㈱エース・オート

サービス 

東京都 

品川区 
490 

自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

長期貸付金310百万円及び保証債務120百万

円があります。 

建物・土地を貸与しております。 

㈱エース・オート

リース 

東京都 

品川区 
490 

自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

保証債務8,000百万円があります。 

Ｔ．Ｎ．Ｃ．オー

トモーティブ会社 

（リッチモンド日産会

社の持株会社） 

カナダ国 

ブリティッ

シュコロン

ビア州 

4百万 

カナダドル 

自動車 

関連事業 
100.0 ────── 

㈱キャピタル 

（注）３ 

東京都 

豊島区 
10 
自動車 

関連事業 
100.0 長期貸付金1,874百万円があります。 

三生興産㈱ 
静岡県 

伊東市 
490 

不動産 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

長期貸付金1,290百万円及び保証債務365百

万円があります。 

東京日産コンピュ

ータシステム㈱ 

（注）４ 

東京都 

渋谷区 
867 

情報 

システム 

関連事業 

53.8 
兼務役員がおります。 

当社の事務機器等の仕入先。 

エース保険サービ

ス㈱ 

東京都 

杉並区 
40 
自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

長期貸付金155百万円があります。 

 



 （注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．東京日産自動車販売㈱及び㈱東京リアルエステートは特定子会社に該当しております。 

３．㈱キャピタルは債務超過会社であり、債務超過額は1,873百万円であります。 

なお、当該子会社は平成12年９月30日付で解散しております。 

４．東京日産コンピュータシステム㈱は有価証券報告書提出会社であります。 

５．東京日産自動車販売㈱及び㈱カーネット車楽については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連

結売上高に占める割合が10％を超えております。 

名  称 住 所 
資本金 
（百万円） 

主要な事
業の内容 

議決権の所有
割合（％） 

関 係 内 容 

㈱カーネット車楽 

（注）５ 

東京都 

品川区 
90 
自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

長期貸付金3,550百万円があります。 

㈱エーススタッフ  
東京都 

新宿区 
90 
その他 

の事業 
100.0 兼務役員がおります。 

㈱東京リアルエス

テート 

（注）２ 

東京都 

中央区 
20 
不動産 

関連事業 
72.0 兼務役員がおります。 

㈱東日カーライフ

マネジメント 

東京都 

品川区  
50 
ビジネス

センター 
100.0 

兼務役員がおります。 

グループの事務部門を統括しております。 

Ｔ．Ｎ．グループ

ハワイ会社 

米国 

ハワイ州 
1,000ドル 

その他 

の事業 
100.0 ────── 

その他２社 ― ― ― ― ────── 

主要な損益情報等 東京日産自動車販売㈱ ㈱カーネット車楽 

(1）売上高 88,489百万円 14,372百万円 

(2）経常利益 262百万円 15百万円 

(3）当期純利益又は純損失（△） △278百万円 1百万円 

(4）純資産額 721百万円 △768百万円 

(5）総資産額 40,547百万円 4,139百万円 



(訂正後) 

連結子会社 

名  称 住 所 
資本金 
（百万円） 

主要な事
業の内容 

議決権の所有
割合（％） 

関 係 内 容 

東京日産自動車販

売㈱ 

（注）２・５ 

東京都 

品川区 
500 

自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

建物・土地を貸与しております。 

東京日産ドライビ

ングカレッジ㈱ 

東京都 

世田谷区 
400 

その他 

の事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

土地を貸与しております。 

㈱車検館 
東京都 

府中市  
290 

自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

保証債務4百万円があります。 

建物・土地を貸与しております。 

㈱ジャガー東京 
東京都 

杉並区 
350 

自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

長期貸付金1,297百万円があります。 

建物を貸与しております。 

協立自動車㈱ 
東京都 

板橋区 
50 
自動車 

関連事業 
100.0 兼務役員がおります。 

㈱エース・オート

サービス 

東京都 

品川区 
490 

自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

長期貸付金310百万円及び保証債務120百万

円があります。 

建物・土地を貸与しております。 

㈱エース・オート

リース 

東京都 

品川区 
490 

自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

保証債務8,000百万円があります。 

Ｔ．Ｎ．Ｃ．オー

トモーティブ会社 

（リッチモンド日産会

社の持株会社） 

カナダ国 

ブリティッ

シュコロン

ビア州 

4百万 

カナダドル 

自動車 

関連事業 
100.0 ────── 

㈱キャピタル 

（注）３ 

東京都 

豊島区 
10 
自動車 

関連事業 
100.0 長期貸付金1,874百万円があります。 

三生興産㈱ 
静岡県 

伊東市 
490 

不動産 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

長期貸付金1,290百万円及び保証債務365百

万円があります。 

東京日産コンピュ

ータシステム㈱ 

（注）４ 

東京都 

渋谷区 
867 

情報 

システム 

関連事業 

53.8 
兼務役員がおります。 

当社の事務機器等の仕入先。 

エース保険サービ

ス㈱ 

東京都 

杉並区 
40 
自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

長期貸付金155百万円があります。 

 



 （注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．東京日産自動車販売㈱及び㈱東京リアルエステートは特定子会社に該当しております。 

３．㈱キャピタルは債務超過会社であり、債務超過額は1,873百万円であります。 

なお、当該子会社は平成12年９月30日付で解散しております。 

４．東京日産コンピュータシステム㈱は有価証券報告書提出会社であります。 

５．東京日産自動車販売㈱及び㈱カーネット車楽については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連

結売上高に占める割合が10％を超えております。 

名  称 住 所 
資本金 
（百万円） 

主要な事
業の内容 

議決権の所有
割合（％） 

関 係 内 容 

㈱カーネット車楽 

（注）５ 

東京都 

品川区 
90 
自動車 

関連事業 
100.0 

兼務役員がおります。 

長期貸付金3,550百万円があります。 

㈱エーススタッフ  
東京都 

新宿区 
90 
その他 

の事業 
100.0 兼務役員がおります。 

㈱東京リアルエス

テート 

（注）２ 

東京都 

中央区 
20 
不動産 

関連事業 
72.0 兼務役員がおります。 

㈱東日カーライフ

マネジメント 

東京都 

品川区  
50 
ビジネス

センター 
100.0 

兼務役員がおります。 

グループの事務部門を統括しております。 

Ｔ．Ｎ．グループ

ハワイ会社 

米国 

ハワイ州 
1,000ドル 

その他 

の事業 
100.0 ────── 

その他２社 ― ― ― ― ────── 

主要な損益情報等 東京日産自動車販売㈱ ㈱カーネット車楽 

(1）売上高 88,489百万円 14,363百万円 

(2）経常利益又は経常損失（△） 262百万円 △245百万円 

(3）当期純損失 278百万円 258百万円 

(4）純資産額 721百万円 △1,029百万円 

(5）総資産額 40,547百万円 4,123百万円 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(訂正前) 

(1）業  績 

 当連結会計年度における国内自動車販売の状況は、個人消費の回復の足取りが重いことに加え、前年の排ガス規

制による商用車特需の反動もあり、登録車の全国全需は４百万台割れの対前年比2.2％減、軽自動車を含めても対

前年比1.2％減となりました。都内全需では対前年比10.0％減とさらに大きく前年を下回り、販売競争が激化する

厳しい状況でありました。 

 このような状況の中で、当社グループの中核事業会社である東京日産自動車販売㈱では、年度後半より順次発表

となった新型車６車種による増販効果はありましたが、年度前半でモデルチェンジがなかったこともあり、04年度

の総販売台数は対前年比0.2％減とほぼ前年並みとなりました。 

 当社グループは、安定した収益の拡大を目指し、経営の効率化、生産性の向上を推し進める一方、きめ細やかで

積極的な営業活動により各事業を展開いたしました結果、全体の売上高は、129,064百万円（前連結会計年度比

1,037百万円増、0.8％増）と増加いたしました。利益につきましては、中古車事業、リース事業等を中心に損益が

着実に改善していることもあり、営業利益は2,434百万円（前連結会計年度比49百万円増、2.1％増）、経常利益に

つきましても1,092百万円（前連結会計年度比15百万円増、1.5％増）と前年度実績を上回ることができました。ま

た、当期純利益につきましても、665百万円（前連結会計年度比178百万円増、36.7％増）と前年度実績を上回る利

益を確保することができました。 

①自動車関連事業 

自動車関連事業は、新車販売において前記のとおり国内自動車販売状況が厳しかった中、主力の東京日産自動車販

売㈱が新型車６車種を中心に拡販に努めたこともあり、グループ全体の総販売台数は対前年比0.7％減の微減とな

りました。一方、リース事業は㈱エース・オートリースが営業力の拡充によって戦略的活動を展開したこともあ

り、グループ全体のリース保有台数は23,325台と前年３月末比1,906台増となりました。また、中古車事業におい

ては㈱カーネット車楽、サービス事業においては㈱車検館も着実に損益改善しております。 

その結果全体としては、コンパクトカーへのシフトの影響などもあり、売上高は111,070百万円（前連結会計年度

比2,471百万円減、2.2％減）となり、営業利益も2,600百万円（前連結会計年度比338百万円減、11.5％減）と前年

を下回りました。 

②不動産関連事業 

不動産関連事業は、主として、都心のオフィスビル市況が厳しくなりつつある中で、当社テナントビルの空室率は

ほぼ前連結会計年度並を維持していること、及び当連結会計年度より新たに㈱東京リアルエステートが連結に加わ

ったこともあり、売上高は2,379百万円（前連結会計年度比547百万円増、29.9％増）、営業利益は954百万円（前

連結会計年度比97百万円増、11.4％増）となりました。 

③情報システム関連事業 

情報システム関連事業は、東京日産コンピュータシステム㈱が昨年３月にジャスダックに上場後、順調に業績を伸

ばしていることもあり、売上高は13,033百万円、営業利益430百万円となりました。なお、従来、「その他の事

業」に含まれておりました東京日産コンピュータシステム㈱が売上高等の増加により、当連結会計年度より単独セ

グメントとなったことに伴い、区分掲記しております。 

④その他の事業 

その他の事業は、東京日産ドライビングカレッジ㈱が行っている自動車教習所事業及び当連結会計年度より新たに

連結に加わった㈱エーススタッフの人材派遣業等が主になり、売上高は2,580百万円（前連結会計年度比10,071百

万円減、79.6％減）、営業利益375百万円（前連結会計年度比206百万円減、35.5％減）となりました。 

なお、当連結会計年度より情報システム関連事業として東京日産コンピュータシステム㈱が「その他の事業」セグ

メントから区分掲記されたことに伴い、当連結会計年度のその他の事業の売上高及び営業利益は大幅に減少してお

ります。 



(訂正後) 

(1）業  績 

 当連結会計年度における国内自動車販売の状況は、個人消費の回復の足取りが重いことに加え、前年の排ガス規

制による商用車特需の反動もあり、登録車の全国全需は４百万台割れの対前年比2.2％減、軽自動車を含めても対

前年比1.2％減となりました。都内全需では対前年比10.0％減とさらに大きく前年を下回り、販売競争が激化する

厳しい状況でありました。 

 このような状況の中で、当社グループの中核事業会社である東京日産自動車販売㈱では、年度後半より順次発表

となった新型車６車種による増販効果はありましたが、年度前半でモデルチェンジがなかったこともあり、04年度

の総販売台数は対前年比0.2％減とほぼ前年並みとなりました。 

 当社グループは、安定した収益の拡大を目指し、経営の効率化、生産性の向上を推し進める一方、きめ細やかで

積極的な営業活動により各事業を展開いたしました結果、全体の売上高は、129,056百万円（前連結会計年度比

1,029百万円増、0.8％増）と増加いたしました。利益につきましては、リース事業等、一部の事業については損益

が着実に改善していますが、新車・中古車ともに売上高が減少したことが影響し、営業利益は2,173百万円（前連

結会計年度比211百万円減、8.9％減）、経常利益は831百万円（前連結会計年度比245百万円減、22.8％減）、当期

純利益につきましても、404百万円（前連結会計年度比82百万円減、16.9％減）と前年度実績を下回りました。 

①自動車関連事業 

自動車関連事業は、新車販売において前記のとおり国内自動車販売状況が厳しかった中、主力の東京日産自動車販

売㈱が新型車６車種を中心に拡販に努めたこともあり、グループ全体の総販売台数は対前年比0.7％減の微減とな

りました。一方、リース事業は㈱エース・オートリースが営業力の拡充によって戦略的活動を展開したこともあ

り、グループ全体のリース保有台数は23,325台と前年３月末比1,906台増となりました。また、サービス事業にお

いて㈱車検館は着実に損益改善しております。 

その結果全体としては、新車事業におけるコンパクトカーへのシフトの影響及び中古車事業の損益悪化などによ

り、売上高は111,061百万円（前連結会計年度比2,480百万円減、2.2％減）となり、営業利益も2,339百万円（前連

結会計年度比599百万円減、20.4％減）と前年を下回りました。 

②不動産関連事業 

不動産関連事業は、主として、都心のオフィスビル市況が厳しくなりつつある中で、当社テナントビルの空室率は

ほぼ前連結会計年度並を維持していること、及び当連結会計年度より新たに㈱東京リアルエステートが連結に加わ

ったこともあり、売上高は2,379百万円（前連結会計年度比547百万円増、29.9％増）、営業利益は954百万円（前

連結会計年度比97百万円増、11.4％増）となりました。 

③情報システム関連事業 

情報システム関連事業は、東京日産コンピュータシステム㈱が昨年３月にジャスダックに上場後、順調に業績を伸

ばしていることもあり、売上高は13,033百万円、営業利益430百万円となりました。なお、従来、「その他の事

業」に含まれておりました東京日産コンピュータシステム㈱が売上高等の増加により、当連結会計年度より単独セ

グメントとなったことに伴い、区分掲記しております。 

④その他事業 

その他の事業は、東京日産ドライビングカレッジ㈱が行っている自動車教習所事業及び当連結会計年度より新たに

連結に加わった㈱エーススタッフの人材派遣業等が主になり、売上高は2,580百万円（前連結会計年度比10,071百

万円減、79.6％減）、営業利益375百万円（前連結会計年度比206百万円減、35.5％減）となりました。 

なお、当連結会計年度より情報システム関連事業として東京日産コンピュータシステム㈱が「その他の事業」セグ

メントから区分掲記されたことに伴い、当連結会計年度のその他の事業の売上高及び営業利益は大幅に減少してお

ります。 



(訂正前) 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当連結会計年度末は

7,872百万円（前連結会計年度比4,491百万円減）となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は、6,196百万円（前連結会計年度比3,594百万円減）であり、主な内容は減価償却前

の税金等調整前当期純利益は10,762百万円と前連結会計年度比で1,102百万円増加いたしましたが、売上債権の増

加額が2,238百万円と前連結会計年度比で2,194百万円増加したこと、及び未払消費税等の減少額が255百万円と前

連結会計年度比で1,187百万円減少したことによるものであります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動に使用した資金は、12,896百万円（前連結会計年度比1,680百万円増）であり、主な内容はリース資産を

含む有形固定資産の取得による支出とリース資産を含む有形固定資産の売却による収入の差引きによる支出14,015

百万円（前連結会計年度比1,928百万円増）であります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果増加した資金は、1,713百万円（前連結会計年度比2,365百万円減）であり、主な内容は長・短借入

金等の収支差による収入1,061百万円（前連結会計年度比1,372百万円減）、リース債権譲渡支払債務の収支差によ

る収入195百万円（前連結会計年度比1,378百万円減）であります。 

(訂正後) 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当連結会計年度末は

7,878百万円（前連結会計年度比4,484百万円減）となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は、6,202百万円（前連結会計年度比3,588百万円減）であり、主な内容は減価償却前

の税金等調整前当期純利益は10,501百万円と前連結会計年度比で842百万円増加いたしましたが、売上債権の増加

額が2,408百万円と前連結会計年度比で2,365百万円増加したこと、及び未払消費税等の減少額が303百万円と前連

結会計年度比で1,234百万円減少したことによるものであります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動に使用した資金は、12,896百万円（前連結会計年度比1,679百万円増）であり、主な内容はリース資産を

含む有形固定資産の取得による支出とリース資産を含む有形固定資産の売却による収入の差引きによる支出14,014

百万円（前連結会計年度比1,927百万円増）であります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果増加した資金は、1,713百万円（前連結会計年度比2,365百万円減）であり、主な内容は長・短借入

金等の収支差による収入1,061百万円（前連結会計年度比1,372百万円減）、リース債権譲渡支払債務の収支差によ

る収入195百万円（前連結会計年度比1,378百万円減）であります。 



２【販売及び仕入の状況】 

(訂正前) 

(1）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前連結会計年度の「その他の事業」に計上していた「情報システム関連事業」は、当連結会計年度より重要

性が増加したため、区分掲記しております。なお、前連結会計年度における「情報システム関連事業」の販

売実績は11,160百万円であります。 

３．当連結会計年度より、「自動車関連事業」の新車の販売台数については、リースを含んでおります。なお、

前連結会計年度におけるリースを含んだ新車の販売台数は34,926台であります。また、中古車の販売台数に

ついては、小売及び卸売台数の合計のみとなっており、前連結会計年度における小売及び卸売台数の合計は

24,869台であります。 

事業の種類別 
セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

販売台数（台） 金 額（百万円） 前連結会計年度比（％） 

自動車関連事業    

新   車 34,675 58,157 94.2 

中 古 車 26,354 16,003 96.1 

そ の 他 － 36,909 105.0 

計 － 111,070 97.8 

不動産関連事業 － 2,379 129.9 

情報システム関連事業 － 13,033 － 

その他の事業 － 2,580 20.4 

合  計 － 129,064 100.8 



(訂正後) 

(1）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．前連結会計年度の「その他の事業」に計上していた「情報システム関連事業」は、当連結会計年度より重 

要性が増加したため、区分掲記しております。なお、前連結会計年度における「情報システム関連事業」の

販売実績は11,160百万円であります。 

３．当連結会計年度より、「自動車関連事業」の新車の販売台数については、リースを含んでおります。なお、

前連結会計年度におけるリースを含んだ新車の販売台数は34,926台であります。また、中古車の販売台数に

ついては、小売及び卸売台数の合計のみとなっており、前連結会計年度における小売及び卸売台数の合計は

24,869台であります。 

事業の種類別 
セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

販売台数（台） 金 額（百万円） 前連結会計年度比（％） 

自動車関連事業    

新   車 34,675 58,157 94.2 

中 古 車 26,354 15,995 96.0 

そ の 他 － 36,909 105.0 

計 － 111,061 97.8 

不動産関連事業 － 2,379 129.9 

情報システム関連事業 － 13,033 － 

その他の事業 － 2,580 20.4 

合  計 － 129,056 100.8 



(訂正前) 

(2）仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績は、次のとおりであります。 

 なお、仕入実績については、事業の性質上「自動車関連事業」の新車及び中古車について開示しております。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(訂正後) 

(2）仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績は、次のとおりであります。 

 なお、仕入実績については、事業の性質上「自動車関連事業」の新車及び中古車について開示しております。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別 
セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

金 額（百万円） 前連結会計年度比（％） 

自動車関連事業   

新   車 51,495 99.1 

中 古 車 13,352 100.8 

合  計 64,847 99.5 

事業の種類別 
セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

金 額（百万円） 前連結会計年度比（％） 

自動車関連事業   

新   車 51,495 99.1 

中 古 車 13,022 98.3 

合  計 64,518 98.9 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(訂正前) 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当連結会計年度の売上高は129,064百万円であり、自動車販売において前年の排ガス規制による商用車特需の反

動もありましたが、新型６車種による増販効果もあり、前連結会計年度に比べ1,037百万円の増収となりました。 

 売上原価、販売費及び一般管理費を控除した営業利益は2,434百万円であり、中古車事業・リース事業等が業績

を伸ばしたこともあり、前連結会計年度比2.1％の増益となりました。 

 営業外損益については、営業外収益から営業外費用を差し引いた純額が1,342百万円の損失となり、前連結会計

年度に比べ33百万円悪化しておりますが、この主な要因は、社債発行費を30百万円計上したことなどによるもので

あります。 

 このような結果、経常利益は1,092百万円、前連結会計年度比1.5％の増益となりました。 

 特別損益については、前連結会計年度の54百万円の利益から、607百万円の利益となりました。この主な要因

は、特別利益において、当連結会計年度に持分変動利益251百万円、保険差益161百万円などの計上により前連結会

計年度比344百万円の利益となったこと、及び特別損失においては、当連結会計年度に固定資産除却・売却損599百

万円、役員退職慰労金63百万円などを計上しましたが、前連結会計年度に比べ207百万円損失が少なかったことな

どによるものであります。 

 以上に法人税等の費用を加えた結果、当期純利益は655百万円、前連結会計年度比36.7％の増益となりました。 

(訂正後) 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当連結会計年度の売上高は129,056百万円であり、自動車販売において前年の排ガス規制による商用車特需の反

動もありましたが、新型６車種による増販効果もあり、前連結会計年度に比べ1,029百万円の増収となりました。 

 売上原価、販売費及び一般管理費を控除した営業利益は2,173百万円であり、リース事業等一部の事業は業績を

伸ばしましたが、前連結会計年度比8.9％の減益となりました。 

 営業外損益については、営業外収益から営業外費用を差し引いた純額が1,342百万円の損失となり、前連結会計

年度に比べ33百万円悪化しておりますが、この主な要因は、社債発行費を30百万円計上したことなどによるもので

あります。 

 このような結果、経常利益は831百万円、前連結会計年度比22.8％の減益となりました。 

 特別損益については、前連結会計年度の54百万円の利益から、607百万円の利益となりました。この主な要因

は、特別利益において、当連結会計年度に持分変動利益251百万円、保険差益161百万円などの計上により前連結会

計年度比344百万円の利益となったこと、及び特別損失においては、当連結会計年度に固定資産除却・売却損599百

万円、役員退職慰労金63百万円などを計上しましたが、前連結会計年度に比べ207百万円損失が少なかったことな

どによるものであります。 

 以上に法人税等の費用を加えた結果、当期純利益は404百万円、前連結会計年度比16.9％の減益となりました。 



(訂正前) 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループの所要資金は、営業活動によるキャッシュ・フローを主な財源としております。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より3,594百万円減少しております。主な内容は、減価

償却前の税金等調整前当期純利益は前連結会計年度より1,102百万円増加いたしましたが、新型車の相次ぐ発売に

伴い、たな卸資産及び売上債権の増加額が前連結会計年度より5,387百万円増加したことによるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より1,680百万円減少しております。主な内容は、リー

ス資産を含む有形固定資産の取得による支出とリース資産を含む有形固定資産の売却による収入の差引きによる支

出が前連結会計年度より1,928百万円増加しております。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より2,365百万円減少しております。主な内容は、長・

短借入金等の収支差による収入が前連結会計年度より1,372百万円減少したこと、及びリース債権譲渡支払債務の

収支差による収入が前連結会計年度より1,378百万円減少したことによるものであります。 

 以上の結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度より4,491百万円少ない7,872百万

円となりました。 

(訂正後) 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループの所要資金は、営業活動によるキャッシュ・フローを主な財源としております。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より3,588百万円減少しております。主な内容は、減価

償却前の税金等調整前当期純利益は前連結会計年度より842百万円増加いたしましたが、新型車の相次ぐ発売に伴

い、たな卸資産及び売上債権の増加額が前連結会計年度より5,533百万円増加したことによるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より1,679百万円減少しております。主な内容は、リー

ス資産を含む有形固定資産の取得による支出とリース資産を含む有形固定資産の売却による収入の差引きによる支

出が前連結会計年度より1,927百万円増加しております。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より2,365百万円減少しております。主な内容は、長・

短借入金等の収支差による収入が前連結会計年度より1,372百万円減少したこと、及びリース債権譲渡支払債務の

収支差による収入が前連結会計年度より1,378百万円減少したことによるものであります。 

 以上の結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度より4,484百万円少ない7,878百万

円となりました。 



第５【経理の状況】 

１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

(訂正前)   

  
前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比 
（％） 

金 額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金 ※１ 12,508  7,897  

２．受取手形及び売掛金 ※１ 12,831  14,994  

３．たな卸資産  4,707  6,983  

４．その他  9,805  9,342  

５．貸倒引当金  △18  △12  

流動資産合計  39,834 30.8 39,205 28.5 

Ⅱ 固定資産      

(1）有形固定資産 ※２     

１．建物及び構築物 ※１ 17,186  20,766  

２．機械装置及び運搬具  1,602  1,348  

３．リース資産  25,472  28,072  

４．土 地 ※１ 33,279  34,139  

５．建設仮勘定  2,059  65  

６．その他  880  976  

有形固定資産合計  80,481 62.2 85,369 62.0 

(2）無形固定資産  466 0.4 617 0.4 

(3）投資その他の資産      

１．投資有価証券 ※1,3 5,274  5,808  

２．長期貸付金  374  472  

３．その他  3,214  6,326  

４．投資評価引当金  △40  －  

５．貸倒引当金  △215  △110  

投資その他の資産合計  8,608 6.6 12,496 9.1 

固定資産合計  89,556 69.2 98,483 71.5 

資産合計  129,390 100.0 137,688 100.0 

      

 



  
前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比 
（％） 

金 額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形及び買掛金  24,226  26,945  

２．短期借入金 ※１ 22,588  26,159  

３．一年以内返済予定の長期借入金 ※１ 11,784  8,039  

４．一年以内償還予定の社債  －  280  

５．賞与引当金  1,193  1,224  

６．その他 ※４ 12,607  15,004  

流動負債合計  72,401 55.9 77,653 56.4 

Ⅱ 固定負債      

１．社 債  －  980  

２．長期借入金 ※１ 27,088  27,094  

３．長期リース債権譲渡支払債務 ※４ 11,168  11,134  

４．退職給付引当金  6,460  5,831  

５．役員退職慰労引当金  183  23  

６．長期預り金  945  1,143  

７．その他  463  1,222  

固定負債合計  46,310 35.8 47,428 34.4 

負債合計  118,712 91.7 125,082 90.8 

      

（少数株主持分）      

少数株主持分  356 0.3 904 0.7 

      

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※５ 12,313 9.5 12,313 8.9 

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金  896  896  

２．自己株式処分差益  14  14  

計  911 0.7 911 0.7 

Ⅲ 利益剰余金  △3,141 △2.4 △2,644 △1.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  358 0.3 1,244 0.9 

Ⅴ 為替換算調整勘定  △115 △0.1 △113 △0.1 

Ⅵ 自己株式 ※６ △3 △0.0 △7 △0.0 

資本合計  10,322 8.0 11,702 8.5 

負債、少数株主持分及び資本合
計 

 129,390 100.0 137,688 100.0 

      



(訂正後)   

  
前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比 
（％） 

金 額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金 ※１ 12,508  7,903  

２．受取手形及び売掛金 ※１ 12,831  15,165  

３．たな卸資産  4,707  6,958  

４．その他  9,805  9,154  

５．貸倒引当金  △18  △12  

流動資産合計  39,834 30.8 39,169 28.5 

Ⅱ 固定資産      

(1）有形固定資産 ※２     

１．建物及び構築物 ※１ 17,186  20,766  

２．機械装置及び運搬具  1,602  1,348  

３．リース資産  25,472  28,072  

４．土 地 ※１ 33,279  34,139  

５．建設仮勘定  2,059  65  

６．その他  880  976  

有形固定資産合計  80,481 62.2 85,369 62.0 

(2）無形固定資産  466 0.4 617 0.4 

(3）投資その他の資産      

１．投資有価証券 ※1,3 5,274  5,808  

２．長期貸付金  374  472  

３．その他  3,214  6,326  

４．投資評価引当金  △40  －  

５．貸倒引当金  △215  △110  

投資その他の資産合計  8,608 6.6 12,496 9.1 

固定資産合計  89,556 69.2 98,483 71.5 

資産合計  129,390 100.0 137,652 100.0 

      

 



  
前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
構成比 
（％） 

金 額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形及び買掛金  24,226  27,160  

２．短期借入金 ※１ 22,588  26,159  

３．一年以内返済予定の長期借入金 ※１ 11,784  8,039  

４．一年以内償還予定の社債  －  280  

５．賞与引当金  1,193  1,224  

６．その他 ※４ 12,607  15,014  

流動負債合計  72,401 55.9 77,877 56.6 

Ⅱ 固定負債      

１．社 債  －  980  

２．長期借入金 ※１ 27,088  27,094  

３．長期リース債権譲渡支払債務 ※４ 11,168  11,134  

４．退職給付引当金  6,460  5,831  

５．役員退職慰労引当金  183  23  

６．長期預り金  945  1,143  

７．その他  463  1,222  

固定負債合計  46,310 35.8 47,428 34.4 

負債合計  118,712 91.7 125,306 91.0 

      

（少数株主持分）      

少数株主持分  356 0.3 904 0.7 

      

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※５ 12,313 9.5 12,313 8.9 

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金  896  896  

２．自己株式処分差益  14  14  

計  911 0.7 911 0.7 

Ⅲ 利益剰余金  △3,141 △2.4 △2,905 △2.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  358 0.3 1,244 0.9 

Ⅴ 為替換算調整勘定  △115 △0.1 △113 △0.1 

Ⅵ 自己株式 ※６ △3 △0.0 △7 △0.0 

資本合計  10,322 8.0 11,441 8.3 

負債、少数株主持分及び資本合
計 

 129,390 100.0 137,652 100.0 

      



②【連結損益計算書】 

(訂正前)  

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
百分比 
（％） 

金 額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売 上 高   128,027 100.0  129,064 100.0

Ⅱ 売上原価   98,400 76.9  101,915 79.0

売上総利益   29,626 23.1  27,149 21.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  27,240 21.2  24,714 19.1

営業利益   2,385 1.9  2,434 1.9

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  26   24   

２．受取配当金  58   64   

３．債務整理益  36   37   

４．雑  益  57 178 0.1 91 218 0.1

Ⅴ 営業外費用        

１．支払割賦手数料  52   50   

２．支払利息  1,376   1,386   

３．社債発行費  －   30   

４．雑  損  58 1,487 1.2 93 1,560 1.2

経常利益   1,076 0.8  1,092 0.8

Ⅵ 特別利益        

１．土地建物売却益 ※２ 475   472   

２．投資有価証券売却益  252   395   

３．持分変動利益 ※３ 79   251   

４．保険差益  －   161   

５．関係会社株式売却益 ※４ 211   47   

６．関係会社譲渡益  －   27   

７．貸倒引当金戻入益   － 1,018 0.8 7 1,362 1.1

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却・売却損 ※５ 667   599   

２．役員退職慰労金  －   63   

３．関係会社譲渡損  －   47   

４．投資有価証券評価損  6   31   

５．ゴルフ会員権評価損  8   14   

６．過年度役員退職慰労 
引当金繰入額 

 183   －   

７．投資有価証券売却損   53   －   

８．貸倒引当金繰入額 ※６ 40   －   

９．出資金評価損  4 963 0.7 － 755 0.6

税金等調整前当期純利益   1,131 0.9  1,699 1.3

法人税、住民税及び事業税  771   786   

法人税等調整額  △154 616 0.5 149 936 0.7

少数株主利益   28 0.0  98 0.1

当期純利益   486 0.4  665 0.5

        



(訂正後)  

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 
百分比 
（％） 

金 額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売 上 高   128,027 100.0  129,056 100.0

Ⅱ 売上原価   98,400 76.9  101,585 78.7

売上総利益   29,626 23.1  27,470 21.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  27,240 21.2  25,296 19.6

営業利益   2,385 1.9  2,173 1.7

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  26   24   

２．受取配当金  58   64   

３．債務整理益  36   37   

４．雑  益  57 178 0.1 91 218 0.1

Ⅴ 営業外費用        

１．支払割賦手数料  52   50   

２．支払利息  1,376   1,386   

３．社債発行費  －   30   

４．雑  損  58 1,487 1.2 93 1,560 1.2

経常利益   1,076 0.8  831 0.6

Ⅵ 特別利益        

１．土地建物売却益 ※２ 475   472   

２．投資有価証券売却益  252   395   

３．持分変動利益 ※３ 79   251   

４．保険差益  －   161   

５．関係会社株式売却益 ※４ 211   47   

６．関係会社譲渡益  －   27   

７．貸倒引当金戻入益   － 1,018 0.8 7 1,362 1.1

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却・売却損 ※５ 667   599   

２．役員退職慰労金  －   63   

３．関係会社譲渡損  －   47   

４．投資有価証券評価損  6   31   

５．ゴルフ会員権評価損  8   14   

６．過年度役員退職慰労 
引当金繰入額 

 183   －   

７．投資有価証券売却損   53   －   

８．貸倒引当金繰入額 ※６ 40   －   

９．出資金評価損  4 963 0.7 － 755 0.6

税金等調整前当期純利益   1,131 0.9  1,438 1.1

法人税、住民税及び事業税  771   786   

法人税等調整額  △154 616 0.5 149 936 0.7

少数株主利益   28 0.0  98 0.1

当期純利益   486 0.4  404 0.3

        



③【連結剰余金計算書】 

(訂正前)  

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   911  911

Ⅱ 資本剰余金期末残高   911  911 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △3,481  △3,141

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  486  665  

２．連結子会社増加に伴う増加高  － 486 18 683 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．連結子会社増加に伴う減少高  31  1  

２．役員賞与  5  9  

３．配当金  109 146 175 186 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △3,141  △2,644 

      

(訂正後)  

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   911  911

Ⅱ 資本剰余金期末残高   911  911 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △3,481  △3,141

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  486  404  

２．連結子会社増加に伴う増加高  － 486 18 422 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．連結子会社増加に伴う減少高  31  1  

２．役員賞与  5  9  

３．配当金  109 146 175 186 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △3,141  △2,905 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(訂正前)  

  

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１．税金等調整前当期純利益  1,131 1,699 

２．減価償却費  8,527 9,063 

３．貸倒引当金の増減額（減少：△）  △8 △96 

４．賞与引当金の増減額（減少：△）  104 21 

５．退職給付引当金の増減額（減少：△）  △846 △631 

６．役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）  165 △20 

７．受取利息及び受取配当金  △84 △89 

８．支払利息  1,376 1,386 

９．投資有価証券売却益  △252 △395 

10．関係会社株式売却益  △211 △47 

11．持分変動利益  △79 △251 

12．関係会社譲渡益  － △27 

13．関係会社譲渡損  － 47 

14．有形固定資産売却益  △475 △472 

15．投資有価証券等評価損・売却損  72 31 

16．固定資産除却・売却損等  667 599 

17．売上債権の増減額（増加：△）  △43 △2,238 

18．たな卸資産の増減額（増加：△）  964 △2,228 

19．仕入債務の増減額（減少：△）  32 3,283 

20．未払消費税等の増減額（減少：△）  931 △255 

21．そ の 他  △294 △1,022 

小  計  11,679 8,355 

22．利息及び配当金の受取額  79 33 

23．利息の支払額  △1,360 △1,284 

24．法人税等の支払額  △606 △908 

営業活動によるキャッシュ・フロー  9,791 6,196 

 



  

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１．定期預金預入れによる支出  △141 △501 

２．定期預金払出しによる収入  180 121 

３．有形固定資産(リース資産除く）の 

取得による支出 
 △4,177 △7,975 

４．有形固定資産(リース資産除く）の 

売却による収入 
 1,090 3,820 

５．リース資産の取得による支出  △12,077 △12,762 

６．リース資産の売却による収入  3,077 2,902 

７．投資有価証券の取得による支出  △560 △456 

８．投資有価証券の売却による収入  1,243 2,644 

９．関係会社株式の取得による支出  △40 △72 

10．関係会社株式の売却による収入  336 132 

11．連結範囲の変更を伴う子会社株式の 

売却による支出 
 － △37 

12．貸付けによる支出  △118 △457 

13．貸付金の回収による収入  126 168 

14．そ の 他  △155 △423 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △11,216 △12,896 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１．短期借入金の増減額（減少：△）  △1,837 3,540 

２．長期借入れによる収入  25,197 10,817 

３．長期借入金の返済による支出  △20,927 △14,556 

４．リース債権譲渡支払債務の増加による収入  17,768 8,247 

５．リース債権譲渡支払債務の返済による支出  △16,194 △8,052 

６．社債の発行による収入  － 1,400 

７．社債の償還による支出  － △140 

８．連結子会社の公募増資による収入  187 647 

９．配当金の支払額  △109 △175 

10．少数株主に対する配当金の支払額  △3 △10 

11．そ の 他  △1 △4 

財務活動によるキャッシュ・フロー  4,078 1,713 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △31 △13 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  2,622 △5,000 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  9,709 12,363 

Ⅶ 新規連結による現金及び現金同等物の増加額  32 509 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  12,363 7,872 

    



(訂正後)  

  

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１．税金等調整前当期純利益  1,131 1,438 

２．減価償却費  8,527 9,063 

３．貸倒引当金の増減額（減少：△）  △8 △96 

４．賞与引当金の増減額（減少：△）  104 21 

５．退職給付引当金の増減額（減少：△）  △846 △631 

６．役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）  165 △20 

７．受取利息及び受取配当金  △84 △89 

８．支払利息  1,376 1,386 

９．投資有価証券売却益  △252 △395 

10．関係会社株式売却益  △211 △47 

11．持分変動利益  △79 △251 

12．関係会社譲渡益  － △27 

13．関係会社譲渡損  － 47 

14．有形固定資産売却益  △475 △472 

15．投資有価証券等評価損・売却損  72 31 

16．固定資産除却・売却損等  667 599 

17．売上債権の増減額（増加：△）  △43 △2,408 

18．たな卸資産の増減額（増加：△）  964 △2,203 

19．仕入債務の増減額（減少：△）  32 3,498 

20．未払消費税等の増減額（減少：△）  931 △303 

21．そ の 他  △294 △776 

小  計  11,679 8,361 

22．利息及び配当金の受取額  79 33 

23．利息の支払額  △1,360 △1,284 

24．法人税等の支払額  △606 △908 

営業活動によるキャッシュ・フロー  9,791 6,202 

 



  

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１．定期預金預入れによる支出  △141 △501 

２．定期預金払出しによる収入  180 121 

３．有形固定資産(リース資産除く）の 

取得による支出 
 △4,177 △7,975 

４．有形固定資産(リース資産除く）の 

売却による収入 
 1,090 3,821 

５．リース資産の取得による支出  △12,077 △12,762 

６．リース資産の売却による収入  3,077 2,902 

７．投資有価証券の取得による支出  △560 △456 

８．投資有価証券の売却による収入  1,243 2,644 

９．関係会社株式の取得による支出  △40 △72 

10．関係会社株式の売却による収入  336 132 

11．連結範囲の変更を伴う子会社株式の 

売却による支出 
 － △37 

12．貸付けによる支出  △118 △457 

13．貸付金の回収による収入  126 168 

14．そ の 他  △155 △423 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △11,216 △12,896 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１．短期借入金の増減額（減少：△）  △1,837 3,540 

２．長期借入れによる収入  25,197 10,817 

３．長期借入金の返済による支出  △20,927 △14,556 

４．リース債権譲渡支払債務の増加による収入  17,768 8,247 

５．リース債権譲渡支払債務の返済による支出  △16,194 △8,052 

６．社債の発行による収入  － 1,400 

７．社債の償還による支出  － △140 

８．連結子会社の公募増資による収入  187 647 

９．配当金の支払額  △109 △175 

10．少数株主に対する配当金の支払額  △3 △10 

11．そ の 他  △1 △4 

財務活動によるキャッシュ・フロー  4,078 1,713 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △31 △13 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  2,622 △4,994 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  9,709 12,363 

Ⅶ 新規連結による現金及び現金同等物の増加額  32 509 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  12,363 7,878 

    



注記事項 

(連結損益計算書関係) 

(訂正前)  

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

販売諸掛 2,858百万円 

貸倒引当金繰入額 9百万円 

給料手当及び賞与 10,583百万円 

賞与引当金繰入額 1,198百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 27百万円 

退職給付費用 491百万円 

賃借料及び設備費 3,007百万円 

販売諸掛 3,139百万円 

貸倒引当金繰入額 11百万円 

給料手当及び賞与 8,858百万円 

賞与引当金繰入額 1,225百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 5百万円 

退職給付費用 574百万円 

賃借料及び設備費 2,540百万円 

※２ 新宿土地建物売却益であります。 ※２ 内訳は次のとおりであります。 

麻布ビル土地建物売却益 466百万円 

その他 6百万円 

合 計 472百万円 

※３ 連結子会社である東京日産コンピュータシステム

㈱の株式公開時の公募増資によるものでありま

す。 

※３         同  左 

※４ 連結子会社である東京日産コンピュータシステム

㈱の株式の売却によるものであります。 

※４         同  左 

※５ 内訳は次のとおりであります。 ※５ 内訳は次のとおりであります。 

固定資産除却損 348百万円 

車両運搬具売却損 271百万円 

その他売却損 46百万円 

合 計 667百万円 

固定資産除却損 187百万円 

車両運搬具売却損 412百万円 

合 計 599百万円 

※６ 貸倒引当金繰入額は関係会社に対するものであり

ます。 

※６       ────── 

  



(訂正後)  

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

販売諸掛 2,858百万円 

貸倒引当金繰入額 9百万円 

給料手当及び賞与 10,583百万円 

賞与引当金繰入額 1,198百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 27百万円 

退職給付費用 491百万円 

賃借料及び設備費 3,007百万円 

販売諸掛 3,600百万円 

貸倒引当金繰入額 11百万円 

給料手当及び賞与 8,825百万円 

賞与引当金繰入額 1,225百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 5百万円 

退職給付費用 574百万円 

賃借料及び設備費 2,509百万円 

※２ 新宿土地建物売却益であります。 ※２ 内訳は次のとおりであります。 

麻布ビル土地建物売却益 466百万円 

その他 6百万円 

合 計 472百万円 

※３ 連結子会社である東京日産コンピュータシステム

㈱の株式公開時の公募増資によるものでありま

す。 

※３         同  左 

※４ 連結子会社である東京日産コンピュータシステム

㈱の株式の売却によるものであります。 

※４         同  左 

※５ 内訳は次のとおりであります。 ※５ 内訳は次のとおりであります。 

固定資産除却損 348百万円 

車両運搬具売却損 271百万円 

その他売却損 46百万円 

合 計 667百万円 

固定資産除却損 187百万円 

車両運搬具売却損 412百万円 

合 計 599百万円 

※６ 貸倒引当金繰入額は関係会社に対するものであり

ます。 

※６       ────── 

  



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 (訂正前) 
 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 12,508百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △144百万円 

現金及び現金同等物 12,363百万円 

現金及び預金勘定 7,897百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △24百万円 

現金及び現金同等物 7,872百万円 

 (訂正後) 

 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 12,508百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △144百万円 

現金及び現金同等物 12,363百万円 

現金及び預金勘定 7,903百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △24百万円 

現金及び現金同等物 7,878百万円 



(税効果会計関係) 

(訂正前)  

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） （百万円）

(1）流動資産  

賞与引当金否認 494 

その他 167 

   小 計 661 

評価性引当額 △305 

    計 355 

(2）固定資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,576 

繰越欠損金 871 

その他 540 

繰延税金負債（固定）との相殺 △44 

   小 計 3,944 

評価性引当額 △3,868 

    計 75 

  

繰延税金資産合計 431 

（繰延税金負債）  

  固定負債  

その他有価証券評価差額金 △262 

プログラム準備金 △32 

その他 △11 

繰延税金資産（固定）との相殺 44 

繰延税金負債合計 △262 

  

繰延税金資産の純額 169 

（繰延税金資産） （百万円）

(1）流動資産  

賞与引当金否認 493 

その他 149 

   小 計 643 

評価性引当額 △434 

    計 209 

(2）固定資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,260 

繰越欠損金 953 

その他 754 

繰延税金負債（固定）との相殺 △49 

   小 計 3,918 

評価性引当額 △3,855 

    計 63 

  

繰延税金資産合計 272 

（繰延税金負債）  

  固定負債  

その他有価証券評価差額金 △868 

プログラム準備金 △32 

その他 △17 

繰延税金資産（固定）との相殺 49 

繰延税金負債合計 △868 

  

繰延税金負債の純額 △595 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.8％

（調 整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.8％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.8％

住民税均等割等 4.4％

連結会社の課税所得を超える未実現利益消去額 24.3％

持分変動利益 △2.9％

税務上の繰越欠損金の利用 △2.6％

評価性引当額の減少額 △11.7％

税率変更による期末繰延税金資産の修正額 1.0％

その他 △1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.5％

法定実効税率 40.7％

（調 整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.2％

住民税均等割等 1.1％

連結会社の課税所得を超える未実現利益消去額 △3.5％

持分変動利益 △6.0％

評価性引当額の増加額 21.6％

その他 △0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 55.1％

３．東京都都税条例の一部を改正する条例（平成15年東

京都条例第125号）が平成15年10月14日に公布された

ことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前連

結会計年度の40.5％から40.7％に変更されました。 

この変更に伴う繰延税金資産等に与える影響は軽微

であります。 

 



 (訂正後)  

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） （百万円）

(1）流動資産  

賞与引当金否認 494 

その他 167 

   小 計 661 

評価性引当額 △305 

    計 355 

(2）固定資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,576 

繰越欠損金 871 

その他 540 

繰延税金負債（固定）との相殺 △44 

   小 計 3,944 

評価性引当額 △3,868 

    計 75 

  

繰延税金資産合計 431 

（繰延税金負債）  

  固定負債  

その他有価証券評価差額金 △262 

プログラム準備金 △32 

その他 △11 

繰延税金資産（固定）との相殺 44 

繰延税金負債合計 △262 

  

繰延税金資産の純額 169 

（繰延税金資産） （百万円）

(1）流動資産  

賞与引当金否認 493 

その他 149 

   小 計 643 

評価性引当額 △434 

    計 209 

(2）固定資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,260 

繰越欠損金 1,059 

その他 754 

繰延税金負債（固定）との相殺 △49 

   小 計 4,024 

評価性引当額 △3,961 

    計 63 

  

繰延税金資産合計 272 

（繰延税金負債）  

  固定負債  

その他有価証券評価差額金 △868 

プログラム準備金 △32 

その他 △17 

繰延税金資産（固定）との相殺 49 

繰延税金負債合計 △868 

  

繰延税金負債の純額 △595 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.8％

（調 整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.8％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.8％

住民税均等割等 4.4％

連結会社の課税所得を超える未実現利益消去額 24.3％

持分変動利益 △2.9％

税務上の繰越欠損金の利用 △2.6％

評価性引当額の減少額 △11.7％

税率変更による期末繰延税金資産の修正額 1.0％

その他 △1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.5％

法定実効税率 40.7％

（調 整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.4％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.3％

住民税均等割等 1.3％

連結会社の課税所得を超える未実現利益消去額 △4.1％

持分変動利益 △7.1％

評価性引当額の増加額 32.9％

その他 △0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 65.1％

３．東京都都税条例の一部を改正する条例（平成15年東

京都条例第125号）が平成15年10月14日に公布された

ことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前連

結会計年度の40.5％から40.7％に変更されました。 

この変更に伴う繰延税金資産等に与える影響は軽微

であります。 

 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

(訂正前) 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．事業区分 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,992百万円）の主なものは、当社の人

事、総務、経理等の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（18,387百万円）の主なものは、当社での余資運用資

金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

５．「会計処理の変更」に記載のとおり、当社において、当連結会計年度より役員退職慰労金は、内規に基づ

く期末要支給額を計上する方法に変更しております。 

この変更により従来と同一の基準によった場合に比し、当連結会計年度の営業費用は「消去又は全社」が

22百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

また、「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度より確定給付企業年金法の施行に伴い、適格退職年

金制度を廃止し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用

し、退職給付制度の一部終了の処理を行っております。当該処理により、当連結会計年度の営業費用は

「自動車関連事業」が23百万円増加、「消去又は全社」が0百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少し

ております。 

６．当連結会計年度より、「不動産賃貸事業」について名称を「不動産関連事業」へ変更しております。 

 
自 動 車 
関連事業 
（百万円） 

不 動 産 
関連事業 
（百万円） 

その他 
の事業 
（百万円） 

 
計 

（百万円） 

消  去 
又は全社 
（百万円） 

 
連 結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益       

売 上 高       

(1）外部顧客に対する売上高 113,541 1,832 12,652 128,027 － 128,027

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 34 394 856 1,285 (1,285) －

計 113,576 2,226 13,509 129,312 (1,285) 128,027

営 業 費 用 110,637 1,369 12,927 124,935 706 125,641

営 業 利 益 2,939 857 581 4,377 (1,992) 2,385

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出       

資    産 88,516 12,401 10,190 111,108 18,282 129,390

減価償却費 7,873 473 135 8,482 45 8,527

資本的支出 15,314 616 141 16,072 3 16,075

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理、自動車リース等 

不動産関連事業 不動産の賃貸等 

その他の事業 コンピュータ販売、自動車教習所等  



当連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．事業区分 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,926百万円）の主なものは、当社の人

事、総務、経理等の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（13,260百万円）の主なものは、当社での余資運用資

金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

５．前連結会計年度について「その他の事業」に計上していた「情報システム関連事業」は、当連結会計年度よ

り重要性が増加したため、区分掲記しております。なお、前連結会計年度における「情報システム関連事

業」の売上高は11,160百万円、営業利益は342百万円であります。  

 
自 動 車 
関連事業 
（百万円） 

不 動 産 
関連事業 
（百万円） 

情報システム
関連事業 
（百万円） 

その他 
の事業 
（百万円） 

 
計 

（百万円） 

消 去 
又は全社 
（百万円） 

 
連 結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売 上 高        

(1）外部顧客に対する売上高 111,070 2,379 13,033 2,580 129,064 － 129,064 

(2）セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

52 － 949 1,119 2,121 (2,121) － 

計 111,123 2,379 13,983 3,700 131,186 (2,121) 129,064 

営 業 費 用 108,522 1,425 13,552 3,324 126,825 (195) 126,629 

営 業 利 益 2,600 954 430 375 4,361 (1,926) 2,434 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出        

資   産 100,617 13,040 5,534 6,164 125,356 12,332 137,688 

減価償却費 8,431 387 29 125 8,974 88 9,063 

資本的支出 19,069 1,439 73 26 20,607 262 20,870 

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理、自動車リース等 

不動産関連事業 不動産の賃貸等 

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入 

その他の事業 自動車教習所等 



(訂正後) 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．事業区分 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,992百万円）の主なものは、当社の人

事、総務、経理等の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（18,387百万円）の主なものは、当社での余資運用資

金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

５．「会計処理の変更」に記載のとおり、当社において、当連結会計年度より役員退職慰労金は、内規に基づ

く期末要支給額を計上する方法に変更しております。 

この変更により従来と同一の基準によった場合に比し、当連結会計年度の営業費用は「消去又は全社」が

22百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

また、「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度より確定給付企業年金法の施行に伴い、適格退職年

金制度を廃止し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用

し、退職給付制度の一部終了の処理を行っております。当該処理により、当連結会計年度の営業費用は

「自動車関連事業」が23百万円増加、「消去又は全社」が0百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少し

ております。 

６．当連結会計年度より、「不動産賃貸事業」について名称を「不動産関連事業」へ変更しております。 

 
自 動 車 
関連事業 
（百万円） 

不 動 産 
関連事業 
（百万円） 

その他 
の事業 
（百万円） 

 
計 

（百万円） 

消  去 
又は全社 
（百万円） 

 
連 結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益       

売 上 高       

(1）外部顧客に対する売上高 113,541 1,832 12,652 128,027 － 128,027

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 34 394 856 1,285 (1,285) －

計 113,576 2,226 13,509 129,312 (1,285) 128,027

営 業 費 用 110,637 1,369 12,927 124,935 706 125,641

営 業 利 益 2,939 857 581 4,377 (1,992) 2,385

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出       

資    産 88,516 12,401 10,190 111,108 18,282 129,390

減価償却費 7,873 473 135 8,482 45 8,527

資本的支出 15,314 616 141 16,072 3 16,075

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理、自動車リース等 

不動産関連事業 不動産の賃貸等 

その他の事業 コンピュータ販売、自動車教習所等 



当連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．事業区分 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,926百万円）の主なものは、当社の人

事、総務、経理等の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（13,260百万円）の主なものは、当社での余資運用資

金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

５．前連結会計年度の「その他の事業」に計上していた「情報システム関連事業」は、当連結会計年度より重

要性が増加したため、区分掲記しております。なお、前連結会計年度における「情報システム関連事業」

の売上高は11,160百万円、営業利益342百万円であります。 

 
自 動 車 
関連事業 
（百万円） 

不 動 産 
関連事業 
（百万円） 

情報システム
関連事業 
（百万円） 

その他 
の事業 
（百万円） 

 
計 

（百万円） 

消 去 
又は全社 
（百万円） 

 
連 結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売 上 高        

(1）外部顧客に対する売上高 111,061 2,379 13,033 2,580 129,056 － 129,056 

(2）セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

52 － 949 1,119 2,121 (2,121) － 

計 111,114 2,379 13,983 3,700 131,177 (2,121) 129,056 

営 業 費 用 108,775 1,425 13,552 3,324 127,077 (195) 126,882 

営 業 利 益 2,339 954 430 375 4,100 (1,926) 2,173 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出        

資   産 100,580 13,040 5,534 6,164 125,320 12,332 137,652 

減価償却費 8,431 387 29 125 8,974 88 9,063 

資本的支出 19,069 1,439 73 26 20,607 262 20,870 

自動車関連事業 自動車・同部用品販売並びに修理、自動車リース等 

不動産関連事業 不動産の賃貸等 

情報システム関連事業 情報システム関連機器の販売及び導入 

その他の事業 自動車教習所等 



(１株当たり情報) 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(訂正前)  

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 234円59銭

１株当たり当期純利益 10円86銭

１株当たり純資産額  265円90銭

１株当たり当期純利益   14円77銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当期純利益（百万円） 486 665 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 9 16 

（うち利益処分による役員賞与金） (9) (16) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 477 649 

期中平均株式数（千株） 43,966 43,956 

(訂正後)  

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 234円59銭

１株当たり当期純利益 10円86銭

１株当たり純資産額  259円97銭

１株当たり当期純利益   8円84銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当期純利益（百万円） 486 404 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 9 16 

（うち利益処分による役員賞与金） (9) (16) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 477 388 

期中平均株式数（千株） 43,966 43,956 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

(訂正前)  

  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 

構成比 

（％） 
金 額（百万円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※１  9,646   4,367  

２．受取手形 ※1,4  1,123   －  

３．売掛金 ※1,4  9,978   －  

４．商 品   1,627   －  

５．貯蔵品   35   －  

６．前払費用   3,342   117  

７．未収入金 ※４  4,440   1,427  

８．繰延税金資産   309   30  

９．その他   48   1  

10．貸倒引当金   △1   －  

流動資産合計   30,550 26.3  5,943 7.9 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建 物 ※１ 23,196   27,398   

減価償却累計額  △10,381 12,815  △11,036 16,362  

２．構築物  935   1,064   

減価償却累計額  △668 266  △716 347  

３．機械装置  3,761   1,095   

減価償却累計額  △2,883 878  △986 109  

４．車両運搬具  279   －   

減価償却累計額  △26 253  － －  

５．工具・器具及び備品  2,533   1,553   

減価償却累計額  △1,980 552  △1,157 396  

６．リース資産  23,648   －   

減価償却累計額  △10,787 12,860  － －  

７．土 地 ※１  32,276   32,698  

８．建設仮勘定   2,059   38  

有形固定資産合計   61,964 53.4  49,952 66.1 

 



  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 

構成比 

（％） 
金 額（百万円） 

構成比 

（％） 

(2）無形固定資産        

１．借地権   148   －  

２．ソフトウェア   153   171  

３．電話加入権   59   20  

無形固定資産合計   360 0.3  191 0.2 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券 ※１  4,328   4,717  

２．関係会社株式   8,361   9,277  

３．長期貸付金   －   410  

４．従業員長期貸付金   15   11  

５．関係会社長期貸付金   14,419   8,491  

６．破産債権、再生債権、更生債
権その他これらに準ずる債権 

  110   －  

７．長期前払費用   188   209  

８．その他   769   1,253  

９．投資評価引当金   △1,942   △1,883  

10．貸倒引当金   △3,085   △2,954  

投資その他の資産合計   23,167 20.0  19,533 25.8 

固定資産合計   85,492 73.7  69,677 92.1 

資産合計   116,043 100.0  75,621 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   1,807   426  

２．買掛金   18,824   －  

３．短期借入金 ※１  20,815   20,094  

４．一年以内返済予定の長期借入金 ※１  11,295   7,032  

５．一年以内償還予定の社債    －   280  

６．リース債権譲渡支払債務 ※５  4,353   －  

７．未払金 ※４  200   260  

８．未払費用 ※４  1,906   301  

９．未払法人税等   328   179  

10．未払消費税等   858   －  

11．前受金   1,508   89  

12．預り金 ※４  850   6,395  

13．賞与引当金   817   5  

14．その他   －   307  

流動負債合計   63,566 54.8  35,372 46.8 

 



  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 

構成比 

（％） 
金 額（百万円） 

構成比 

（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．社 債   －   980  

２．長期借入金 ※１  21,484   19,851  

３．長期リース債権譲渡支払債務 ※５  7,038   －  

４．繰延税金負債    213   746  

５．退職給付引当金   5,791   8  

６．役員退職慰労引当金   160   －  

７．長期未払金   －   140  

８．長期預り金   933   915  

９．その他   201   170  

固定負債合計   35,822 30.8  22,812 30.1 

負債合計   99,388 85.6  58,184 76.9 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  12,313 10.6  12,313 16.3 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  896   896   

資本剰余金合計   896 0.8  896 1.2 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  33   51   

２．任意積立金        

別途積立金  1,600   2,600   

３．当期未処分利益  1,504   495   

利益剰余金合計   3,137 2.7  3,146 4.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   310 0.3  1,088 1.4 

Ⅴ 自己株式 ※３  △3 △0.0  △7 △0.0 

資本合計   16,654 14.4  17,436 23.1 

負債資本合計   116,043 100.0  75,621 100.0 



(訂正後)  

  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 

構成比 

（％） 
金 額（百万円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※１  9,646   4,367  

２．受取手形 ※1,4  1,123   －  

３．売掛金 ※1,4  9,978   －  

４．商 品   1,627   －  

５．貯蔵品   35   －  

６．前払費用   3,342   117  

７．未収入金 ※４  4,440   1,427  

８．繰延税金資産   309   30  

９．その他   48   1  

10．貸倒引当金   △1   －  

流動資産合計   30,550 26.3  5,943 7.9 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建 物 ※１ 23,196   27,398   

減価償却累計額  △10,381 12,815  △11,036 16,362  

２．構築物  935   1,064   

減価償却累計額  △668 266  △716 347  

３．機械装置  3,761   1,095   

減価償却累計額  △2,883 878  △986 109  

４．車両運搬具  279   －   

減価償却累計額  △26 253  － －  

５．工具・器具及び備品  2,533   1,553   

減価償却累計額  △1,980 552  △1,157 396  

６．リース資産  23,648   －   

減価償却累計額  △10,787 12,860  － －  

７．土 地 ※１  32,276   32,698  

８．建設仮勘定   2,059   38  

有形固定資産合計   61,964 53.4  49,952 66.3 

 



  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 

構成比 

（％） 
金 額（百万円） 

構成比 

（％） 

(2）無形固定資産        

１．借地権   148   －  

２．ソフトウェア   153   171  

３．電話加入権   59   20  

無形固定資産合計   360 0.3  191 0.2 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券 ※１  4,328   4,717  

２．関係会社株式   8,361   9,277  

３．長期貸付金   －   410  

４．従業員長期貸付金   15   11  

５．関係会社長期貸付金   14,419   8,491  

６．破産債権、再生債権、更生債
権その他これらに準ずる債権 

  110   －  

７．長期前払費用   188   209  

８．その他   769   1,253  

９．投資評価引当金   △1,942   △1,883  

10．貸倒引当金   △3,085   △3,215  

投資その他の資産合計   23,167 20.0  19,272 25.6 

固定資産合計   85,492 73.7  69,416 92.1 

資産合計   116,043 100.0  75,360 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   1,807   426  

２．買掛金   18,824   －  

３．短期借入金 ※１  20,815   20,094  

４．一年以内返済予定の長期借入金 ※１  11,295   7,032  

５．一年以内償還予定の社債    －   280  

６．リース債権譲渡支払債務 ※５  4,353   －  

７．未払金 ※４  200   260  

８．未払費用 ※４  1,906   301  

９．未払法人税等   328   179  

10．未払消費税等   858   －  

11．前受金   1,508   89  

12．預り金 ※４  850   6,395  

13．賞与引当金   817   5  

14．その他   －   307  

流動負債合計   63,566 54.8  35,372 46.9 

 



  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 

構成比 

（％） 
金 額（百万円） 

構成比 

（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．社 債   －   980  

２．長期借入金 ※１  21,484   19,851  

３．長期リース債権譲渡支払債務 ※５  7,038   －  

４．繰延税金負債    213   746  

５．退職給付引当金   5,791   8  

６．役員退職慰労引当金   160   －  

７．長期未払金   －   140  

８．長期預り金   933   915  

９．その他   201   170  

固定負債合計   35,822 30.8  22,812 30.3 

負債合計   99,388 85.6  58,184 77.2 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  12,313 10.6  12,313 16.3 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  896   896   

資本剰余金合計   896 0.8  896 1.2 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  33   51   

２．任意積立金        

別途積立金  1,600   2,600   

３．当期未処分利益  1,504   234   

利益剰余金合計   3,137 2.7  2,885 3.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   310 0.3  1,088 1.4 

Ⅴ 自己株式 ※３  △3 △0.0  △7 △0.0 

資本合計   16,654 14.4  17,175 22.8 

負債資本合計   116,043 100.0  75,360 100.0 



②【損益計算書】 

(訂正前)  

  

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 

百分比 

（％） 
金 額（百万円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高 ※５     4,566 100.0 

(1）商品売上高        

１．車両売上高  66,505      

２．サービス売上高  12,341      

３．部用品売上高  1,884 80,731 85.5    

(2）営業収入        

１．リースレンタカー収入  9,591      

２．ビル事業収入  1,490 11,081 11.7    

(3）収入手数料        

１．保険手数料  1,290      

２．割賦手数料 ※１ 162      

３．受取手数料  1,185 2,638 2.8    

売上高計   94,450 100.0    

Ⅱ 売上原価      2,315 50.7 

(1）商品売上原価        

１．期首商品たな卸高  2,380      

２．当期商品仕入高  65,575      

３．他勘定より受入高 ※２ 1,635      

４．他勘定へ振替高 ※３ 1,626      

５．期末商品たな卸高  1,627 66,338 70.3    

(2）営業収入原価   8,627 9.1    

売上原価計   74,966 79.4    

売上総利益   19,484 20.6  2,251 49.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※４  17,275 18.3  892 19.5 

営業利益   2,209 2.3  1,358 29.8 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※５ 160   29   

２．受取配当金 ※５ 123   60   

３．雑  益  56 341 0.4 13 103 2.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払割賦手数料  47   6   

２．支払利息  1,249   939   

３．社債発行費  －   30   

４．雑  損  25 1,322 1.4 63 1,038 22.8 

経常利益   1,228 1.3  423 9.3 

 



  

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 

百分比 

（％） 
金 額（百万円） 

百分比 

（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  252   284   

２．関係会社株式売却益  271   77   

３．関係会社譲渡益  －   24   

４．保険差益  －   22   

５．土地建物売却益 ※６ 475   13   

６．貸倒引当金戻入益  270   －   

７．投資評価引当金戻入益  50 1,319 1.4 － 422 9.2 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却・売却損 ※5,7 519   150   

２．貸倒引当金繰入額 ※８ 256   104   

３．関係会社譲渡損  －   47   

４．投資有価証券評価損  －   31   

５．投資評価引当金繰入額  29   11   

６．過年度役員退職慰労 

引当金繰入額 
 183   －   

７．投資有価証券売却損  53   －   

８．出資金評価損   4 1,046 1.1 － 344 7.5 

税引前当期純利益   1,501 1.6  502 11.0 

法人税、住民税及び事業税  430   268   

法人税等調整額  △109 321 0.3 49 317 7.0 

当期純利益   1,180 1.3  184 4.0 

前期繰越利益   324   310  

当期未処分利益   1,504   495  



(訂正後)  

  

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 

百分比 

（％） 
金 額（百万円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高 ※５     4,566 100.0 

(1）商品売上高        

１．車両売上高  66,505      

２．サービス売上高  12,341      

３．部用品売上高  1,884 80,731 85.5    

(2）営業収入        

１．リースレンタカー収入  9,591      

２．ビル事業収入  1,490 11,081 11.7    

(3）収入手数料        

１．保険手数料  1,290      

２．割賦手数料 ※１ 162      

３．受取手数料  1,185 2,638 2.8    

売上高計   94,450 100.0    

Ⅱ 売上原価      2,315 50.7 

(1）商品売上原価        

１．期首商品たな卸高  2,380      

２．当期商品仕入高  65,575      

３．他勘定より受入高 ※２ 1,635      

４．他勘定へ振替高 ※３ 1,626      

５．期末商品たな卸高  1,627 66,338 70.3    

(2）営業収入原価   8,627 9.1    

売上原価計   74,966 79.4    

売上総利益   19,484 20.6  2,251 49.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※４  17,275 18.3  892 19.5 

営業利益   2,209 2.3  1,358 29.8 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※５ 160   29   

２．受取配当金 ※５ 123   60   

３．雑  益  56 341 0.4 13 103 2.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払割賦手数料  47   6   

２．支払利息  1,249   939   

３．社債発行費  －   30   

４．雑  損  25 1,322 1.4 63 1,038 22.8 

経常利益   1,228 1.3  423 9.3 

 



  

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金 額（百万円） 

百分比 

（％） 
金 額（百万円） 

百分比 

（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  252   284   

２．関係会社株式売却益  271   77   

３．関係会社譲渡益  －   24   

４．保険差益  －   22   

５．土地建物売却益 ※６ 475   13   

６．貸倒引当金戻入益  270   －   

７．投資評価引当金戻入益  50 1,319 1.4 － 422 9.2 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却・売却損 ※5,7 519   150   

２．貸倒引当金繰入額 ※８ 256   365   

３．関係会社譲渡損  －   47   

４．投資有価証券評価損  －   31   

５．投資評価引当金繰入額  29   11   

６．過年度役員退職慰労 

引当金繰入額 
 183   －   

７．投資有価証券売却損  53   －   

８．出資金評価損   4 1,046 1.1 － 605 13.2 

税引前当期純利益   1,501 1.6  241 5.3 

法人税、住民税及び事業税  430   268   

法人税等調整額  △109 321 0.3 49 317 7.0 

当期純利益   1,180 1.3  － － 

当期純損失   － －  76 △1.7 

前期繰越利益   324   310  

当期未処分利益   1,504   234  



③【利益処分計算書】 

 （注）上記（ ）内の年月日は、株主総会の承認日であります。 

 （注）上記（ ）内の年月日は、株主総会の承認日であります。 

(訂正前)  

  
前事業年度 

（平成16年６月25日） 
当事業年度 

（平成17年６月24日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,504  495 

Ⅱ 利益処分額      

利益準備金  18  18  

配当金  175  175  

別途積立金  1,000 1,193 － 193 

Ⅲ 次期繰越利益   310  301 

(訂正後)  

  
前事業年度 

（平成16年６月25日） 
当事業年度 

（平成17年６月24日） 

区  分 
注記 
番号 

金 額（百万円） 金 額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,504  234 

Ⅱ 利益処分額      

利益準備金  18  18  

配当金  175  175  

別途積立金  1,000 1,193 － 193 

Ⅲ 次期繰越利益   310  40 



注記事項 

(税効果会計関係) 

 (訂正前)  

前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） （百万円）

(1）流動資産  

賞与引当金否認 345 

その他 113 

    小 計 459 

評価性引当額 △150 

     計 309 

(2）固定資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 155 

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,354 

投資評価引当金否認 790 

役員退職慰労引当金否認 65 

その他 26 

   小 計 3,391 

評価性引当額 △3,391 

    計 － 

  

繰延税金資産合計 309 

（繰延税金負債）  

  固定負債  

その他有価証券評価差額金 △213 

繰延税金負債合計 △213 

  

繰延税金資産の純額 95 

（繰延税金資産） （百万円）

(1）流動資産  

未払事業税等否認 26 

その他 3 

    小 計 30 

評価性引当額 － 

     計 30 

(2）固定資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 350 

投資評価引当金否認 766 

長期未払金否認 57 

その他 42 

   小 計 1,216 

評価性引当額 △1,216 

    計 － 

  

繰延税金資産合計 30 

（繰延税金負債）  

  固定負債  

その他有価証券評価差額金 △746 

繰延税金負債合計 △746 

  

繰延税金負債の純額 △716 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.8％

（調 整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.6％

住民税均等割等 2.7％

評価性引当額の減少額 △25.9％

税率変更による期末繰延税金資産の修正額 0.5％

その他 1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.4％

法定実効税率 40.7％

（調 整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.7％

住民税均等割等 0.2％

評価性引当額の増加額 34.9％

外国税額控除による影響額 △8.4％

ＩＴ投資減税による影響額 △4.6％

その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 63.3％

３．東京都都税条例の一部を改正する条例（平成15年東

京都条例第125号）が平成15年10月14日に公布された

ことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年

度の40.5％から40.7％に変更されました。 

この変更に伴う繰延税金資産等に与える影響は軽微

であります。 

 



 (訂正後)  

前事業年度 

（平成16年３月31日） 

当事業年度 

（平成17年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） （百万円）

(1）流動資産  

賞与引当金否認 345 

その他 113 

    小 計 459 

評価性引当額 △150 

     計 309 

(2）固定資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 155 

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,354 

投資評価引当金否認 790 

役員退職慰労引当金否認 65 

その他 26 

   小 計 3,391 

評価性引当額 △3,391 

    計 － 

  

繰延税金資産合計 309 

（繰延税金負債）  

  固定負債  

その他有価証券評価差額金 △213 

繰延税金負債合計 △213 

  

繰延税金資産の純額 95 

（繰延税金資産） （百万円）

(1）流動資産  

未払事業税等否認 26 

その他 3 

    小 計 30 

評価性引当額 － 

     計 30 

(2）固定資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 611 

投資評価引当金否認 766 

長期未払金否認 57 

その他 42 

   小 計 1,477 

評価性引当額 △1,477 

    計 － 

  

繰延税金資産合計 30 

（繰延税金負債）  

  固定負債  

その他有価証券評価差額金 △746 

繰延税金負債合計 △746 

  

繰延税金負債の純額 △716 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.8％

（調 整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.6％

住民税均等割等 2.7％

評価性引当額の減少額 △25.9％

税率変更による期末繰延税金資産の修正額 0.5％

その他 1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.4％

法定実効税率 40.7％

（調 整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.5％

住民税均等割等 0.5％

評価性引当額の増加額 116.7％

外国税額控除による影響額 △17.4％

ＩＴ投資減税による影響額 △9.5％

その他 0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 131.8％

３．東京都都税条例の一部を改正する条例（平成15年東

京都条例第125号）が平成15年10月14日に公布された

ことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年

度の40.5％から40.7％に変更されました。 

この変更に伴う繰延税金資産等に与える影響は軽微

であります。 

 



(1株当たり情報) 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

(訂正前)  

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 378円82銭

１株当たり当期純利益 26円84銭

１株当たり純資産額 396円73銭

１株当たり当期純利益 4円19銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

 
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当期純利益（百万円） 1,180 184 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,180 184 

期中平均株式数（千株） 43,966 43,956 

(訂正後)  

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 378円82銭

１株当たり当期純利益 26円84銭

１株当たり純資産額 390円79銭

１株当たり当期純損失 1円74銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がない

ため記載しておりません。  

  

 
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当期純利益又は当期純損失（△） 

（百万円）  

1,180 △76 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益  

又は当期純損失（△）（百万円）  

1,180 △76 

期中平均株式数（千株） 43,966 43,956 



④【附属明細表】 

【引当金明細表】 

（注）１．平成16年６月開催の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止し、本総会後の取締役会に

おいて、役員退職慰労引当金は確定債務となっております。なお、当期減少額のその他は、それに伴う固

定負債の長期未払金への振替えによる減少額であります。 

２．貸倒引当金及び賞与引当金の当期減少額のその他は、平成16年４月１日付の会社分割により、新設子会社

（東京日産自動車販売㈱）へ承継に伴う減少額であります。 

（注）１．平成16年６月開催の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止し、本総会後の取締役会に

おいて、役員退職慰労引当金は確定債務となっております。なお、当期減少額のその他は、それに伴う固

定負債の長期未払金への振替えによる減少額であります。 

２．貸倒引当金及び賞与引当金の当期減少額のその他は、平成16年４月１日付の会社分割により、新設子会社

（東京日産自動車販売㈱）へ承継に伴う減少額であります。 

(訂正前)  

区  分 

 

前期末残高 

（百万円） 

 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（目的使用） 

（百万円） 

当期減少額 

（その他） 

（百万円） 

 

当期末残高 

（百万円） 

貸倒引当金 3,086 104 131 105 2,954 

賞与引当金 817 5 7 810 5 

役員退職慰労引当金（注）１ 160 － 20 140 － 

投資評価引当金 1,942 11 70 － 1,883 

(訂正後)  

区  分 

 

前期末残高 

（百万円） 

 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（目的使用） 

（百万円） 

当期減少額 

（その他） 

（百万円） 

 

当期末残高 

（百万円） 

貸倒引当金 3,086 365 131 105 3,215 

賞与引当金 817 5 7 810 5 

役員退職慰労引当金（注）１ 160 － 20 140 － 

投資評価引当金 1,942 11 70 － 1,883 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年１月15日

株式会社東日カーライフグループ   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 楠原 利和  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 椿  愼美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社東日カーライフグループの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の有価証券報告書の訂正報告書

の訂正後の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の訂正後の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社東日カーライフグループ及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

  有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、連結子会社においてシステム間の連動状況の問題か

ら、子会社の経理担当者が手作業による経理修正処理を余儀なくされ、結果として経理システムによらず決算処理を行っ

ていた。それに伴い、会社は連結財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の財務諸表について再度監査を行っ

た。この訂正の結果、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益及び当期純利益が260百万円減少し、利益剰余金及

び資本合計が260百万円減少している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年１月15日

株式会社東日カーライフグループ   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 楠原 利和  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 椿  愼美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社東日カーライフグループの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第93期事業年度の有価証券報告書の訂正報告

書の訂正後の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の訂正後の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社東日カーライフグループの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

  有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、子会社においてシステム間の連動状況の問題から、

子会社の経理担当者が手作業による経理修正処理を余儀なくされ、結果として経理システムによらず決算処理を行ってい

た。それに伴い、会社は財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の財務諸表について再度監査を行った。この訂

正の結果、税引前当期純利益及び当期純利益が261百万円減少し、利益剰余金及び資本合計が261百万円減少している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注） 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 
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